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各種の支援事業 

１．県の支援事業（令和６年度） 

 

■南海トラフ巨大地震等対策事業費補助金 

補助対象事業及び経費 対象団体 補助率 補助限度額 

【事前復興推進事業】 

○ 対象経費 

復興に向けた様々な準備や実践である「事前復

興」の取組推進に要する経費 

※取組例 

・復興プロセスの理解促進や人材育成を図る各種

研修会 

・高台移転など住民等の合意形成に向けた復興イ

メージトレーニング・訓練 

・高台移転など事前復興の意識醸成を図る講演

会、シンポジウム 

・市町村震災復興本部体制の検討及び決定、立ち

上げ訓練の実施 

・被災後の各フェーズに応じた空間利用の調整

（災害廃棄物仮置場、応急仮設住宅災害復興住

宅等） 

・臨時情報や住宅感震ブレーカー等の防災に関す

る啓発活動を促進するための講演会 

・その他事前復興に資する取組 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

１００万円／市町村 

【事前復興計画策定事業】 

○ 対象経費 

「市町村事前復興計画」の策定に必要なコンサ

ルタント委託料等に要する経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

３００万円／市町村 

【事前復興計画活用事業】 

○ 対象経費 

「市町村事前復興計画」の目的・趣旨に合致す

る事前復興の取組に要する経費 

「事前復興計

画」を策定済

の市町村 

補助対象経費

の2/3以内 

３００万円／市町村 
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補助対象事業及び経費 対象団体 補助率 補助限度額 

【高台移転事業計画策定事業】 

○ 対象経費 

「防災集団移転促進事業」の事業計画策定に必

要なコンサルタント委託料や鑑定料、ワークショ

ップの開催等に要する経費 

・徳島市 

・鳴門市 

・小松島市 

・阿南市 

・牟岐町 

・美波町 

・海陽町 

・松茂町 

・北島町 

・藍住町 

補助対象経費

の1/2以内 

３００万円／市町村 

【事前復興用地等整備支援事業】 

○ 対象経費 

市町村の「国土強靱化地域計画」に位置づけら

れた、事前復興推進のために応急仮設住宅用地や

高台移転等のハード整備を行う際に要する経費 

○ 対象外経費 

・消耗品の購入に要する経費 

・既存施設の修繕に要する経費 

・緊急防災・減災事業債の起債対象事業に該当す

る経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

５００万円／箇所 

 

住宅（応急仮設住宅

を除く）や施設等の

高台移転を伴う場合 

１,０００万円／市

町村 

【ハザードマップ等策定支援事業】 

○ 対象経費 

ハザードマップや避難計画、復興まちづくり計

画図の作成等に要する経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

２００万円／市町村 

【地区防災計画策定支援事業】 

○ 対象経費 

地区防災計画の策定を行うためのコンサルタン

ト委託料やワークショップの開催等に要する経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

２００万円／市町村 

【災害対応力強化事業】 

○ 対象経費 

市町村の災害対応力を強化するために、図上訓

練図上訓練や災害廃棄物処理訓練をはじめとする

災害対応訓練の実施等に要する経費 

※取組例 

・訓練実施に要する事務用品 

・訓練実施にあたっての学識経験者への講師謝金

やコンサルタント委託費等 

○ 対象外経費 

・消耗品の購入に要する経費 

・市町村職員の人件費 

 

 

 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

２００万円／市町村 
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補助対象事業及び経費 対象団体 補助率 補助限度額 

【災害対策本部庁舎・代替庁舎機能強化事業】 

○ 対象経費 

災害対策本部庁舎及び代替庁舎について、災害

対策本部設置時に必要となる設備強化に要する経

費 

○ 対象外経費 

・消耗品の購入に要する経費 

・既存施設の修繕に要する経費 

・緊急防災・減災事業債の起債対象事業に該当す

る経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

２００万円／市町村 

【津波避難施設等整備事業】 

○ 対象経費 

市町村の「国土強靭化地域計画」に位置づけら

れた、津波に対する避難路・避難場所の整備に要

する経費 

○ 対象外経費 

・消耗品の購入に要する経費 

・既存施設の修繕に要する経費 

・緊急防災・減災事業債の起債対象事業に該当す

る経費 

・徳島市 

・鳴門市 

・小松島市 

・阿南市 

・牟岐町 

・美波町 

・海陽町 

・松茂町 

・北島町 

・藍住町 

補助対象経費

の1/2以内 

５００万円／箇所 

【避難路・緊急避難場所機能強化事業】 

○ 対象経費 

市町村の「国土強靱化地域計画」に位置づけら

れた、避難路・避難場所の防災機能の強化に要す

る経費 

※ 取組例 

① 避難路の機能強化 

・「避難誘導灯、避難誘導標識の設置｣ 

・「避難路の危険なブロック塀対策（撤去、撤去及

び県産木材活用による機能回復）や建築物対策」

等 

② 上記以外の機能強化 

・「備蓄倉庫、資機材の整備」 

・「避難場所の長期避難対応機能の強化」 

・「避難場所の危険なブロック塀対策（撤去、撤去

及び安全管理のための機能回復、撤去及び県産

木材活用による機能回復）」等 

○ 対象外経費 

・消耗品の購入に要する経費 

・既存施設の修繕に要する経費 

・緊急防災・減災事業債の起債対象事業に該当す

る経費 

全市町村 補助対象経費

の1/2以内 

①１５０万円／箇所 

（ただし、津波災害

警戒区域がある市町

は、２５０万円／箇

所） 

 

ブロック塀対策につ

いて、撤去＋県産木

材活用による機能回

復を行う場合は、 

２５０万円／箇所 

（ただし、津波災害

警戒区域がある市町

は、３５０万円／箇

所） 

 

②２５０万円／箇所 

ブロック塀対策につ

いて、撤去＋県産木

材活用による機能回

復を行う場合は、 

３５０万円／箇所 
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２．国の支援事業 

■都市防災総合推進事業、都市再生整備計画事業 

 都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）において、事前復興まちづくり計画策定に対する財

政的支援を行っている。また、都市再生整備計画事業（防災・安全交付金）において、事前復興ま

ちづくり計画等に位置付けられた防災拠点形成への支援を行っている。 

 

 

 

参照：国土交通省 HP 
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■都市公園事業（社会資本整備総合交付金等の基幹事業） 

 防災公園の整備等に活用することが可能である。 

 

参照：国土交通省 HP 

 

■防災集団移転促進事業 

 防災集団移転促進事業は、自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある区域において、地域

が一体となって居住に適当でない地域からの住居の集団的移転を促進することを目的としており、

事前（災害発生前）の移転も可能である。 

 

参照：国土交通省 HP 
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■土地区画整理事業 

 土地区画整理事業は、道路、公園、河川等の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え宅地の

利用の増進を図る事業である。大規模災害からの復興において、公共施設と宅地を一体的・総合的

に整備する手法として活用されている。 

 

 

図 土地区画整理事業のイメージ 

参照：復興交付金 基幹事業（東日本大震災からの復興）からの抜粋（国土交通省） 

 

■漁業集落防災機能強化事業 

 被災地の漁業集落において、安全・安心な居住環境を確保するための地盤の嵩上げ、生活基盤や

防災安全施設の整備等を実施し、災害に強く、生産性の高い水産業・漁村づくりを推進することに

より、地域水産業と漁村の復興に資するものである。 

 

参照：水産庁 HP 
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■がけ地近接等危険住宅移転事業 

 がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保す

るため、災害危険区域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転に対して支援を行う。 

 

参照：国土交通省 HP 

 

■市街地再開発事業 

 都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細分化され

た敷地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、街路等の公共施設の整備等を行うこ

とにより、都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る。 

 

図 市街地再開発事業のイメージ 

参照：国土交通省 HP 

  

駅前空間が
未整備

土地が有効利用
されていない
低未利用地の点在

道路、
公園等が
未整備 老朽化した木造

狭小建築物が密集

良好な都市型
住宅の供給

駅前広場、
幹線道路、
公園整備

公益的施設
の立地

快適な
歩行者空間の創出

市街地再開発事業
の実施
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■一団地の復興拠点市街地形成施設 

 一団地の復興拠点市街地形成施設は、特定大規模災害（大規模災害からの復興に関する法律（平

成 25年法律第 55号）第２条第１項に規定する特定大規模災害をいう。）を受けた区域（当該区域に

隣接し、又は近接する区域を含む。）において、当該区域内の地域住民の生活及び地域経済の再建の

ための拠点となる市街地の整備を図る観点から、当該市街地が有すべき諸機能に係る施設を一団の

施設としてとらえて一体的に整備することで、円滑かつ迅速な復興を図ることを目的とするもので

ある。 

 

 

参考︓一団地の津波防災拠点市街地形成施設の都市計画決定 
 宮城県南三陸町志津川地区では、一団地の津波防災拠点市街地形成施設の都市計画決定を

行い、安全な高台に拠点となる公共公益施設や住宅地の整備した。 

 

参照：災害に強いまちづくり宮城モデルの構築（宮城県土木部） 
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■コンパクトシティ形成支援事業 

 コンパクトシティの形成に向け、災害ハザードエリアから居住誘導区域内への居住機能の移転促

進に向け、移転意向や移転先の調査、移転計画の策定、移転先における居住体験、モデル事業の実

施等を支援する。 

 

 

■低地対策河川事業 

 既成市街地の浸水多発地域あるいは低地地域（ゼロメートル地帯等）において、浸水被害の防止

と土地の有効利用を図るため、市街地再開発事業等の他事業と一体となって堤防等を整備する。 
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■水防災対策特定河川事業 

 河川改修が遅れているため、住家浸水が頻発している地域の特定区間で、河川沿いに連続堤防を

建設するよりも経済的で、かつ、地域の意向を踏まえた恒久的治水対策として計画されている場合、

集落を輪中堤や宅地嵩上げ等で洪水から防護する治水対策を実施する。 

 なお、浸水を許すこととなる場所における新たな住家の建造を制限するため、自治体による災害

危険区域の指定等一定の措置を講ずる。 

 

図 整備イメージ 

参照：国土交通省 HP 

 

■過疎地域集落再編整備事業 

 ポストコロナ社会を見据え、都市部から過疎地域への移住を推進するとともに、過疎地域におけ

る定住を促進するため、定住促進団地の整備や空き家を活用した住宅整備等を支援する。 

 基礎的条件が著しく低下した集落又は孤立散在する住居の基幹的な集落等への移転事業に対す

る補助を行う。 

 

参照：国土交通省 HP 
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